
様式第二号の八（第八条の四の五関係）

年 04 月 24 日

殿

　提出者

住　所

氏　名

電話番号 - -

市

当該事業場において現に行っている事業に関する事項

（日本産業規格　Ａ列４番）

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条第９項の規定に基づき、産業廃棄物の減量その他そ
の処理に関する計画を作成したので、提出します。

計 画 期 間 令和6年4月1日～令和7年3月31日

① 事 業 の 種 類 水道業

② 事 業 の 規 模 令和5年度年間処理水量　13,931,483㎥

③ 従 業 員 数 21人

④ 産 業 廃 棄 物 の
一連の処理の工程

別紙参照　多量排出事業者の産業廃棄物処理計画
　・廃棄物の発生のフローシート(図1)
　・廃棄物処理フロー図(図2)

富士市

富士市長　小長井　義正

　(法人にあっては、名称及び代表者の氏名)

0545 67 2846

事 業 場 の 名 称 西部浄化センター

事 業 場 の 所 在 地 静岡県 富士 宮島1260番地

（第１面）

産業廃棄物処理計画書

2024

静 岡 県 知 事

静岡県富士市本市場４４１番地の１



産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項

（管理体制図）

産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

5

ｔ

ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ

ｔ

（今後実施する予定の取組）

産業廃棄物の分別に関する事項

別紙参照　多量廃棄物事業者の産業廃棄物処理計画
　４．産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項

①現状

②計画

①現状

②計画

(今後分別する予定の産業廃棄物の種類及び分別に関する取組)

下水汚泥のし渣を除去。

0.000

別紙参照　多量廃棄物事業者の産業廃棄物処理計画
　５．廃棄物の処理に関する事項

（分別している産業廃棄物の種類及び分別に関する取組）

下水汚泥のし渣を除去。

0.000

別紙参照　多量廃棄物事業者の産業廃棄物処理計画
　５．廃棄物の処理に関する事項

産業廃棄物の種類 排出量

　　下水汚泥 88,000.000

（第２面）

【前年度（令和　 年度）実績】

産業廃棄物の種類 排出量

　　下水汚泥 86,841.700



自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項

5

ｔ

ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ

ｔ

（今後実施する予定の取組）

自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項

5

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ ｔ

ｔ ｔ

（今後実施する予定の取組）

①現状

②計画

①現状

②計画

別紙参照　多量廃棄物事業者の産業廃棄物処理計画
　５．廃棄物の処理に関する事項
　７．産業廃棄物の中間処理に関する事項

0.000 0.000

別紙参照　多量廃棄物事業者の産業廃棄物処理計画
　５．廃棄物の処理に関する事項
　７．産業廃棄物の中間処理に関する事項

 産業廃棄物の種類
自ら熱回収を行う
産業廃棄物の量

自ら中間処理により減量する
産業廃棄物の量

　　下水汚泥 0.000 83,455.000

0.000 0.000

【前年度（令和　 年度）実績】

 産業廃棄物の種類
自ら熱回収を行った

産業廃棄物の量
自ら中間処理により減量した

産業廃棄物の量

　　下水汚泥 0.000 81,693.420

　　下水汚泥 0.000

0.000

0.000

産業廃棄物の種類
自ら再生利用を行う

産業廃棄物の量

（第３面）

【前年度（令和　 年度）実績】

産業廃棄物の種類
自ら再生利用を行った

産業廃棄物の量

　　下水汚泥 0.000



自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項

5

ｔ

ｔ

（これまでに実施した取組）

【目標】

ｔ

ｔ

（今後実施する予定の取組）

産業廃棄物の処理の委託に関する事項

5

（これまでに実施した取組）

産業廃棄物の種類

①現状

②計画

①現状

再生利用の完全実施。

0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

　　下水汚泥 946.870 5,148.280 0.000 3,331.860 5,148.280

【前年度（令和　 年度）実績】

①優良認定処理業者への処理委託量
②再生利用業者への処理委託量
③認定熱回収業者への処理委託量
④認定熱回収業者以外の熱回収を行う
　業者への処理委託量

①
（t）

②
（t）

③
（t）

④
（t）

全処理委託量
（t）

産業廃棄物の種類
自ら埋立処分又は海洋投入
処分を行う産業廃棄物の量

　　下水汚泥 0.000

0.000

産業廃棄物の種類
自ら埋立処分又は海洋投入

処分を行った産業廃棄物の量

　　下水汚泥 0.000

0.000

（第４面）

【前年度（令和　 年度）実績】



【目標】

（今後実施する予定の取組）

※事務処理欄

産業廃棄物の種類

②計画
0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

　　下水汚泥 740.000 4,545.000 0.000 2,845.000 4,545.000

（第５面）

①優良認定処理業者への処理委託量
②再生利用業者への処理委託量
③認定熱回収業者への処理委託量
④認定熱回収業者以外の熱回収を行う
　業者への処理委託量

①
（t）

②
（t）

③
（t）

④
（t）

全処理委託量
（t）



（第６面）
備考
　１　前年度の産業廃棄物の発生量が1,000トン以上の事業場ごとに１枚作成すること。
　
　２　当該年度の６月30日までに提出すること。
　
　３　「当該事業場において現に行っている事業に関する事項」の欄は、以下に従って記入するこ
     と。

　　(1)①欄には、日本標準産業分類の区分を記入すること。
　　(2)②欄には、製造業の場合における製造品出荷額（前年度実績）、建設業の場合における元請
　　　完成工事高（前年度実績）、医療機関の場合における病床数（前年度末時点）等の業種に応じ
　　　事業規模が分かるような前年度の実績を記入すること。
　　(3)④欄には、当該事業場において生ずる産業廃棄物についての発生から最終処分が終了するま
　　　での一連の処理の工程（当該処理を委託する場合は、委託の内容を含む。）を記入すること。
　
　４　「自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項」の欄には、産業廃棄物の種類ごとに、自ら中
　　間処理を行うに際して熱回収を行った場合における熱回収を行った産業廃棄物の量と、自ら中間
　　処理を行うことによって減量した量について、前年度の実績、目標及び取組を記入すること。
　
　５　「産業廃棄物の処理の委託に関する事項」の欄には、産業廃棄物の種類ごとに、全処理委託量
　　を記入するほか、その内数として、優良認定処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行
　　令第６条の11第２号に該当する者）への処理委託量、処理業者への再生利用委託量、認定熱回収
　　施設設置者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の３の３第１項の認定を受けた者）であ
　　る処理業者への焼却処理委託量及び認定熱回収施設設置者以外の熱回収を行っている処理業者へ
　　の焼却処理委託量について、前年度実績、目標及び取組を記入すること。
　
　６　それぞれの欄に記入すべき事項の全てを記入することができないときは、当該欄に「別紙のと
　　おり」と記入し、当該欄に記入すべき内容を記入した別紙を添付すること。また、産業廃棄物の
　　種類が３以上あるときは、前年度実績及び目標の欄に「別紙のとおり」と記入し、当該欄に記入
　　すべき内容を記入した別紙を添付すること。また、それぞれの欄に記入すべき事項がないとき
　　は、「―」を記入すること。

　７　※欄は記入しないこと。



多量排出事業者の産業廃棄物処理計画

（西部浄化センター）



　１．事業所の概要

　　（１）事業所名　　　　　　富士市西部浄化センター

　２．事業の概要

（１） 事業の概要
　　　
　　　

　　　

　　

　　

（２） 下水処理 図１参照
フローシート

　　（３） 処理場の展望

　　

　　　
　　（４） 廃棄物処理 図２参照

フロー図

（５） 連　絡　先

　　　

　３．計画期間 　　令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで

  現在、市内をおおよそ潤井川と伝法沢川で東西に分け、西側の
西部処理区の下水を西部浄化センターで処理を行っている。下水
道は分流式を採用し、下水処理方式は標準活性汚泥法である。
　現在の処理能力は50,750 /日を保有する。令和5年度の年間処
理水量は13,931,483 /年で、平均処理水量は約38,064 /日とな
る。
　なお、令和5年度末の富士市全体の普及率は79.7%となる。

担当者名

電話番号

 これからも、下水道管渠延長による流入水量の増大が見込まれ
る。

上下水道部下水道施設維持課

0545-67-2846

施設管理担当　　山口　亮



図１
産業廃棄物の発生のフローシート
（令和 5 年度実績）

流入水 沈砂池 　　　分配槽 最初沈殿池 エアレーションタンク 最終沈殿池 塩素混和池 放流水

（13,931,483 /年）

水処理
汚泥処理

生汚泥 返送汚泥

余剰汚泥

　　中間処理(脱水)

汚泥濃縮槽 濃縮汚泥混合槽 脱水汚泥

返流水

西部浄化センター

遠心濃縮機

ベルト濃縮機

汚泥混合槽
ﾍﾞﾙﾄﾌﾟﾚｽ

脱水機
汚泥消化槽 汚泥洗浄槽



（新環境クリーンセンター）

86,841.70 ｔ／年 △ 81,693.42 ｔ／年 5,148.28 ｔ／年 1,389.60 ｔ／年

（㈱ミダック ）

664.50 ｔ／年

（日本製紙㈱ ）

1277.76 ｔ／年

（㈱ピラミッド ）

0.00 ｔ／年

(光陽産業㈱)

廃棄物処理の流れ
64.72 ｔ／年

委託処理範囲
(㈱日邦)

946.87 ｔ／年

（サンケン起工㈱）

804.83 ｔ／年

図２ 廃棄物処理フロー図 （令和 5 年度実績） 西部浄化センター

水処理設備

発生源 廃棄物 処理・処分

脱水汚泥汚泥 脱水機

焼却施設

焼却施設

肥料化施設

脱水施設

焼却施設

肥料化施設

焼成施設



４．産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項

（１）責任者及び管理組織図 （西部浄化センター）

所　属 富士市上下水道部下水道施設維持課 課　長 佐野　和史

所　属 上席技師 山口　亮

所　属 維持管理委託業者「㈱ウォーターエージェンシー」 現場責任者　 池田　一成

総括責任者  総括的な把握

役
処理責任者  各記録関係をﾁｪｯｸ、報告、管理及び長期的な処理計画の策定、委託業者の指導

 

割
技術管理者  処理施設の技術上の維持管理の実施

廃棄物管理組織

富士市役所 総括責任者

下水道施設維持課 下水道施設維持課長 佐野　和史

東部浄化センター 西部浄化センター

処理責任者 上席技師 山口　亮 処理責任者 上席技師 山口　亮

技術管理者 現場責任者 藤田　健 技術管理者 現場責任者 池田　一成

総括責任者

処理責任者

技術管理者

富士市上下水道部下水道施設維持課施設管理担当



５．廃棄物の処理に関する事項（西部浄化センター）

（１）基本的事項

① 　産業廃棄物の適正処理を確保するため、関連する法令、その他の規則を遵守するとともに
行政の環境施策に協力する。

② 　発生した産業廃棄物を処理業者に委託する場合、収集運搬から処分に至るまで確認して
的確に管理する。

③ 　廃棄物の処理について次に掲げる事項を実施し、また、委託会社にも必要な指導を行う。

中間処理 ・脱水効率の向上等による中間処理を推進する。
そ の 他 ・処理内容を確認し、処理業者と適正な委託契約を締結する。
再生利用 ・資源化等の有効利用を推進する。

（２）廃棄物処理の現状

①

（３）発生抑制

（４）その他の取組
・廃棄物の性状分析の実施。
・処理業者と委託契約を結ぶにあたり、現地（処理状況、維持管理状況、周辺状況等）を確認する。
・産業廃棄物管理票（マニフェスト）の管理を徹底する。

（５）産業廃棄物処理施設の設置状況

表１　産業廃棄物処理施設の設置状況（西部浄化センター）

処理対象
産業廃棄物

濃縮混合汚泥 平成１１年１２月 汚泥処理棟内

平成１５年１２月 〃
　　　　　　×２台

処理方法 設置年月

汚泥の脱水施設

設置場所

　西部浄化センターから発生する産業廃棄物は、下水処理の過程で発生する生汚泥と余剰
汚泥で、令和 5 年度の発生量は、生汚泥が 103,431 /年 、余剰汚泥が 217,415 /年 で
ある。生汚泥は汚泥濃縮槽で、余剰汚泥は遠心濃縮機とベルト濃縮機でそれぞれ濃縮され
る。汚泥が消化槽で処理された後、ベルトプレス脱水機で含水率 81.3％ まで脱水され
る。令和 5 年度の脱水機供給汚泥量は 78,947 /年 で、脱水された汚泥は委託処分して
いる。その内訳は、有効利用（路盤材，セメント原料，肥料としての再資源化など5148.28
ｔ/年、100.0％）となっている。

９０ /日

　場内で発生する生汚泥及び余剰汚泥を全量消化したこと、および、前年に比べ汚泥含水
率が微減したことで、場内からの搬出量を減少することができた。今後も、汚泥の濃縮・
脱水工程などの汚泥処理を効率的に行うことなどにより、排出量の抑制に努める。

　当処理場内における産業廃棄物処理施設の設置状況を表１に示す。現在汚泥の脱水施設
について、ベルトプレス脱水機が２台設置されている。

ベルトプレス
ろ過式

処理能力（脱水前）



６．産業廃棄物の再生利用に関する事項（西部浄化センター）

＜具体的取組＞
再生利用量

の増加
（ｔ／年）

-603 路盤材, セメント原料，肥料
としての再資源化

７．産業廃棄物の中間処理（再生処理を除く）に関する事項（西部浄化センター）

＜具体的取組＞
中間処理に
よる減量分

の増加
（ｔ／年）

-1,762 濃縮機の適正な管理・運転
汚　泥

廃棄物の種類

（R5年度） （R6年度）

減量化をした量 減量化をする量

（ｔ／年）

中間処理による

具体的取組実　績 計　画

具体的取組

83,45581,693

中間処理による

汚　泥

廃棄物の種類

再生利用量
計　画

（ｔ／年）

（ｔ／年）

再生利用量
実　績

（ｔ／年）

5,148 4,545

（R5年度） （R6年度）


